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1引当金の意味
　財務会計の主たる目的は分配可能利益の算定である。この目的のためには期間収益及び期間費用・損
失が計算対象となる。このばあい、現行会計制度、すなわち、発生主義会計（注1）においては、収益
及び費用・損失は実現したときには、ただちに計上される（注2）が、費用・損失については予見とい
うことにおいても迫加的に取り上げられている（注3）。つまり、費用・損失については実現したもの
以外に、未実現であっても、将来、実現することが予測され、その実現することの原因が当期に存する
ものについても当期の費用・損失として取り上げられることになっている　（注4）。このようにして
取り上げられた費用・損失が引当金と関連するのである（注5）。すなわち、引当金とは木村重義教授
の言葉を借りれば、『ある費用又は損失が将来、実現することが予測され、その将来、実現することの
原因あるいは原因の一部が、当期の経営活動あるいは経営の状況に存す乙ぱあい、それを当期の損益計
算に取り上げるというようにして生じた損益計算書借方記入に照応する項目である（注6）』というこ
とになる。従って、商法第287条の2の引当金の条文を拡大解釈すること（注7）による創業何周年
記念事業引当金、・渇水準備金等のように『将来に実施される多額の資本的支出に備えるため、資金の内
部留保を意図して設定され、又、利益平準化の視点から設定されるものAで、引当金として意味づける
ことはできない（注8）』。
　注1　『現金基礎、実現基礎のほかに発生基礎（accruaI　basis）を・も必要に応じて用いる方
法を発生主義会計とよぶ』（木村重義「要説財務諸表論」昭和42年　80頁）
　注2　木村重義教授は現実の制度として知こなわれている財務会計を観察して、次の四つの原則を挙
げてお’られる。
実現成果捕捉の原則一企業成果はそれが実現したときにはただちに計上される。
　予見の原則一将来実現することが明白に予測されるところの費用あるいは収益が、特定年度間に澄こ
なわれた経営活動の結果である友らば、それはその年度の成果計算に澄いて予見される。
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　取得原価による評価の原則一資産の価値はその取得原価額によって表現される。
　慎重の原則一成果の計上について判断が必要なぱあいには保守的に処理される。（前掲書、39－40頁）
ここは、実現成果捕捉の原則
　注3　予見の原則一注2参照
　注4　「発生」という用語はしばしば用いられているが、それが何を意味するのか、又、どのような
状態を意味するのか明確になされているわけではない。しかし、しばしば、費用は「発生」、収益は
「実現」、と言われているところから、「発生」とは「実現」．よりも先にその対象を取り上げることに
なろう。従って、一般に言われている「発生」とは、将来、実現することの予測されるものを現在に予
見することである、と解されよう。
　注5　『正に引当金は「費用発生原則」から生れたものに他ならない・…bそれは、正に近代会計に
於ける「発生原則」の適用から初めて成立する近代会計特有の概念である』（山下勝治「会計の引当金
・商法の引当金」企業会計第15巻第1号）、『合理的な期間損益の算定ということこそ、引当金設定
の目的であると考えたいのである』（佐藤孝一「引当金の基本的特質」企業会計第16巻第6号）
　注6　木村重義「引当金についての基本的考察」企業会計第16巻第6号
　注7　『この説（狭義説）は今日では商法学者の通説であるとも解されていて』（会田義雄「商法第
287条の2の引当金について」企業会計第16巻第8号・・印は平井）、『商法学者の引当金につい
ての解釈は、ほとんどff・一されている』（並木俊守［商去と省含におt’tる弓瞭概念」企業会計第16巻第6
号）が、商法学者のうち、広義説（少数説）を唱えている人としては味村治法務局参事官等がいて、価
格変動準備金、特別償却引当金、渇水準備金、創業四十周年記念事業引当金、をも商法上の引当金とし
て認めている（「昧式会社の貸借対照表及び損益計算書に関する規則の解説」企業会計第15巻第5号）。
又、実態調査（会田義雄、前掲稿、及び、富田幸雄「引当金の実態分析1・2」企業会計第17巻第4・
5号）によれば、実務界に於いては広義説が採用されている。
　商法第287条の2”）条文を文言どうりに読めば、商法上、引当金は期間損益計算にかかわりなく、
任意に設定されうるかのようにも受けとられうる。しかし、『引当金勘定は会計学者以外には永く理解
されなかった。・…特に法律学者にとっては相当に難解のもののようである』（太田哲三「引当金勘定
について」企業会計第13巻第12号）ということと、『第287条の2にいう「引当金」はすくなく
とも会計的用語℃あるJi（江村稔「引当金に関する規定の問題点」企業会計第14巻第4号）というこ
とを考え合せれば、この商法の条文について、会計学者は広義に解するべきではなく、この条文には、
多々不備の点が存すると考えるべきで、その不備な点を指摘し、条文の修正に努力して、会計理論上の
引当金とは異るものがそのうちに混入する余地を排除すべきであろう。
　注8　津曲直躬「会計・・ンドブック」（中央経済社編）　昭和42年　492頁
一1079一
皿　引当金の部設定の論拠
　会計上一般に引当金と言われているものはその表示方法の相異によって、「控除する形式で表示する
ことを原則とする」（企業会計原則一以後、原則．とする磁解17）評価勘定に属する引当金と、　「流動負
債に属する、・・個定負債に属する」（－原則四（⇒A・B）負債性引当金とに区別されている（注9）。こ
のうち、負債性引当金と言われるものが負債の部に記載されることについては、負債性引当金は『負債
とその性質をtoなじくする（注10）』ものであ為から、と言われている。しかし、負債とは、取得した
資産、用役についての対価が末払のものを言う（注11）ことを考えれば、一一般に負債性引当金と言われ
ているもの（注12）のうちには『その条件のいかんによっては遂に負債とならざるものすらある。…
また負債たることは明らかであっても金額が概算見込額である場合もある（注13）』。つまり、いわゆ
る負債性引当金のうちのほとんどは本来の引当金であるけれども、一部には本来の引当金とは言えないも
ものまでも含まれている。例えば、退職給与引当金設定のための労働協約、就業規則、あるいは労働契
約に定められた退職給与の性質は「一定期間の継続勤務に対して支給される勤務手当」（労働基準施行
規則等8条第2号）であるので、それは支給を受ける従業員の雇用期間についての給料賃金と解すべ
き性質のものである（注14）。しかも、企業が従業員から取得した労務ま取得と同時に費消されてしま
っているので、その費用の計上は予見によったものではなく、当期に実現したものである。従って、こ
れについて設けられる退職給与引当金は、その額が一定額までをかなり正確に計上し、端額については
概算によっているけれども、それは予見によった必然的なものではなく、通常の労務n提供が左されて、
その対価が期末に未払になっている未払給料、未払賃金と同様の負債そのものである。
　さらに、IVで論ずるように、修繕引当金は本来の引当金であって、何ら負債としての性質を有するも
のではない。では、何故、負債性引当金のうちから、見積負債を除いた本来の引当金は負債そのもので
はないのに負債の部に記載されているのであろうか。それについては「負債性」なる用語の由来を充分
に理解しなければならないだろう。
　『わが国に拾いて、「引当金」という用語が公式に用いられたのは、昭和9年に作成された財務諸表
隼則においてである。・…その後、「引当金」なる用語を「準備金」や「積立金」（特に後者）と区別
して用いるべきこと（注15）』とされていた。このように区別されることが特に指示されるのは引当金
の性質とこれら資本の部の項目の陛質とがある程度類似しているからにほかならない。だがまた、区別
されるからには、引当金の性質はこれら資本の部の項目・つ性質とも充分に異るものであることも確かで
ある。このばあい、貸借対照表貸方（注ユ6）は負債の部と資本の部との二分法によることが行なわれて
いるので、表示上の保守主義を考慮して、資本の部D項目と区別される引当金は非資本の部としての負
債の部に記載されるようになったと考えられる。従って、貸借対照表貸方に記載される引当金に「負債
性」なる語が付されたのであろう（注17）。
　費用・損失を予見ということにお’いて当期の損益計算に取り上げることはその取り圭げた分だけの利
益が過大に計算されることを防ぐ・という意味にお・いて利益の留保である。従？て，予見ということに
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おいて取亘上げられる費用・損失に照応する引当金は上記の意味での利益留保であ
ゐ6ざらにザ資本の部の項1目は’『利益』（注18）という概念によつて規定することができるも．の
であるから、引当金は概念的｛（は負債というよりも、資本の部の項目の性質に近い性質のものである。
と理解できよう。しかし、貸借対照表貸方に記載されるべき引当金は、費用・損失の予見によって費用
・損失の実現まで一時的に企業の運用する資金（注19）の増加をもたらす、ということに澄いて、資本
の部の項目とも充分に区別される。従って、引当金の概念から考えれば、貸借対照表貸方に記載される
べき引当金は、負債の部、資本の部のいずれにも記載すべきではなく、貸借対照表貸方に「引当金の部」
を設けて（注20）、そこへ記載すべきであろう。そうすることは『財務諸表の読者はこのような表示に
よって、企業の状態と経営の成果を一層意義あるものとして埋解しうることになる（庄21）』。
　注9　貸借対照表貸方に「負債性引当金以外の引当金を計上することが法令によって認められている
ときには」（原則注解14）、その引当金は会計理論上、引当金とは認められないので、この区別から
は除く
　注10飯野利夫「引当金」企業会計第21巻第9号、及び、『広義において負債性引当金は負債と類
似の条件を具えている』（山下勝治　前掲稿・・印は平井）　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　注11　『貴務は給付（行為、不行為）をなすべき義務である。給付には作為的給付と不作為給付とが
含まれる。・…・不作為給付を内容とする債務は、償務の履行に当って、特に何らの出絹も伴わない。
それゆえ、会計上の負債として収り扱わない。・…・作為的給付を内容とする漬務、例えば、双務契約
の代表的なものといわれている売頁契約について考察するに、売買契約の成立によって、売主は商品引
渡ら債務と代金請求権とを取得し、買主は代金支払の義務と商品引渡請求権とを取得する。しかるに、
売買契約成立の段階に瓢（ては、売主の債務も、買主の漬務も会計上の負債として取り扱わない。が、
売買契約が履行された後において、代金の受受がなされない場合には負債として取り扱われる』（大塚
光「負債の貸借対照表能力に関する一考察、会計第96巻第2号・・印は平井）
　注12　「製品保証引当金、売上割戻引当金、景品費引当金、返品｛周整引当金、賞一与引当金、工事補償
引当金、退職給与引当金等がこれに該当する」（原則注解18）
　注14　「退職金ら性質について…・・それは基本的には賃金の後払の性格を持っているといえるが、
・…・ ﾎ務11・こ対する功磧報償澄よび老後の生活保璋どいう性洛もあわせもっているといえる」（大蔵省
企業会計蕃議会、昭和43年）。しかし、後二者の性格を持っとしても、それは『過去の労務が前提で
あり、報酬であることに変りはたい』（河野保「退蔵給一与引当金の研究」企業会計第15巻第10号）
　注15新井清光「近代会計学大系∬1」（番場嘉一郎編）昭和43年　249－25、0頁
　注16漂準的な貸借対照表は報告式のものであるから、貸方、借方、という言い方はしないが、ここ
では貸借対照表の本来の姿である勘定式のものを前提として論ずるので、貸方、借方、と言うことにす
る。
　注17『引当金は単純な負霞で（r：Lないが資本効定に属すべぎでないかう填負贋と認測）られる』（太田哲三
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1081一
　「引当金問題の帰趨」企業会計第21巻第10号・・印は平井）又、『引当金は非資本性の貸方項目で
あることを明らかにする必要と、評価切下げを間接法で行なうために計上される引当金と区別する必要
とから、負債性引当金という名称を用いるようになった』（番場嘉一郎「引当金に関する理論と実務」
の研究会での発言、企業会計第20巻第4
　注18『まず、利益澄よび損失の一般的規定がなされなければならない。一般的にいえぱ、資産の純
増加が見られるときは、そこに利益が存し、利益が記録されなければならず、資産の純減少が見られる
ときは・損失が存し・そのことが記録されなければならない』（木村重義「『資本』概念への探究」企
業会計第16巻第4号）たとえば、資渥の取得、あるいは、負債の概少が対価を支出し
してのものであれば、それは等価交換であるので、資産の純増減は何ら見られない。
従って、　ここには『利益』は生れない。これに対して、企業が何らかの資産を対価の支出なしに取
得した！、負債を対価の支出なしに減少させたりするならぱ、そこには資産の純増加が見られ、『利益』
が生れることになる。つまり、それは「資産受贈益」、「債務免除益」という語がぴったりする『利益』
の獲得である。たとえば、資本の払込がなされると、資本は負債のように企業が将来、誰かに返済すべ
き義務を意味するものではなく、単に資産の純増加をもたらすものである。従って、資本の払込を受け
ることは株主からの『贈与益』という語がぴったbする企業にとっての『利益」の獲得なのである。さ
らに、損益取引の結果、企業にもたらされた利益はその分だけ資産の純増加をもたらしているので、『
利益』として認識できることはもちろんである。従って、資本の部は利益と資本を合せて、利益より広
い概念での『利益』という概念で規定することができる。このばあい、利益とは『分配可能利益』、資
本とは『分配不能利益』という概念で規定することになる。
　注19貸借対照表貸方はその反対側の借方に貸方項目に見合う不特定費産の留保されていることを考え
えて、　「企業が運用する資金の源泉」として統一的に理解する。
　注20　「引当金の部」を設ける理由について、佐藤孝一教授は、評価性引当金と負債性引当金の分類
を否定され、『引当金は借方に不特定資産が留保されていることを示す貸方科目であるという貸借対照
表貸方項目に共通の属性を有するものである。・…・しかも引当金は、不確定費用の期間的引きつぎと
いう一般的性格により、資本および負債とは別個り区分を主張しうるものなのである』（「引当金の一
般的性格につ1／・て」企業会計第15巻第10号）と言われている。
　注21佐藤孝一　前掲稿
　資産とは将来、収益を獲得する価値＝有用性を有するものであって、『資産の面値はその取得原価額
によって表現される（注22）』ので、資産の価値の増減につれて、取得原価額を基礎として資産価額を
修正することが必要になる（注23）。しかし、『評価はすべて予測の性格のものであるが、予測は多か
れ少kかれ不確実をまぬかれず、評価はつねに困難を伴う。つまり、評価についてはつねに「慎重の原
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則」（注24）が発言する（注25）』。そこで、資産価値評価増については消極的に、資産価値評価減
については積亟的に取り上げられる。
　交換資産（注26）は交換価値系列の価値を有する資産であって、回収価値を有する債権、換価価値
を有する有価証券、販売価値を有する棚卸資産（注27）等がこれに属す鳥これら露羅渥づ震見制國づ販充され
るときに、どれ起ず現斜國強売上ii’lmsをもたらす洲（よって謝面される（注28）っ従ってそのとき、それ剋貿）鹸動較いと現
在半断されるならばその騨超醐質上タ痴聰改その分＠・拐妙することになろう。そこで、取得原醐・らそのi面直滅少
分に見合う佃額を挫余することになる夙その勇去としでま低醗i義乃翻てよるi晦と、評面碇としての升当金の鑓疋よる削
間接法とがある。どちらの方法によろうと、損益計算及び修正した資滝価領に意味をもたせることに
齢いてその効果脚ま同じである（注29）。一般には、交換資産のうち、非貸幣資産にづいては直接法、
貸幣的資産については間接法がとられている。
　貸例引当金
　　「債権（注30）」の価値は回収可能性に存するので、当期の経営活動によって取得した「債権」の
うち、期末に回収不能であることが判明した分については、すでに貸倒が実現（注31）していること
になるので、その貸倒額は貸倒の予見にかかる貸倒引当金を設定することなく、　「債権」総額から減じ
られ、実現した貸倒損失として計上される。しかし、そのようなぱあいはむしろ稀であって、回収不能
であることが判明するのは次期以降の将来であるのが普通で（注32）（注33）、「債権」の多くは
期末においては回収可能かどうか不明である。従って、これらの蹟権」については将来、実現する回
収不能見込額を過去の経検又は貸倒率を基準として予測し、当期の経営活幼に原因する貸倒損失を予見
しなければならない。この予見された貸倒損失に照応する項目として貸倒引当金が設定される。この貸
倒引当金は“すでに述べたように、「債権」の価値が回収可能性に存するところから、　「債権」の額が
取得原価額によって表わされているならば、それから控除されるはずの評価勘定としての引当金である。
　低価主義の適用による引当金
　棚卸資産の価値はその販売可能性にあるので、棚卸資産の面値の大小はそれが将来、販売されるとき
に、比較的多くのあるいはすくない売上利益をもたらすことにあb、価値の判断はそのような、将来ts
こなわれることの予測によってなされる（注34）』。従って、その販売可能性が減少すれば、それに
応じて取得原価額を修正することになる。さらに、有画証券については、そのi，面値は換金可能性にある
ので、『有価証券の評価は・…・それが換金ないし実現されるときにどれほどの現金が得られるであろ
うかの予測の上においてk’こなわれるのである。ところが、棚卸資産の評価の場合にくらべると、有価
証券の場合にはそのような予測がいつそうたちにくい（注35）』。しかし、その評価の方法は棚卸資
産のばあいと同様に行なわれている。ここでは、これらの低価主義の適用される資産のうち、1寺に、棚
卸資産のばあいを例にとって論ずることにする。
　棚卸資産は仕入時にむいて何％かの正常な売上利益を見込んで仕入れられる。この売上利益を仕入価
額に加えたものが販売予定価碩となる。：逆に言えぱ、棚卸資産の価疸は販売予定価額から正常な利益率
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によった売上利益を控除した価額、すなわち、仕入価額＝取得原価額によって表わされる。従って、何
らかの状況の変化によって棚卸資産の販売予定価額が低落するならば、仕入価額＝取得原価額を修正す
ることが必要になる。たとえば、仕入価額についての正常な売上利益が20％である棚卸資産の販売予
定価額が120であるとすれば、その棚卸資産の価値は仕入価額＝一取得原価額、すなわち、100で表
わされる。しかし、何らかの状況の変化によって、販売予定価額が108になったとすれば、その棚卸
資産の価値は正常な利益率20％分の売上利益を販売予定額から控除した90によって表わされる。す
なわち、100の仕入価額＝取得原価額になっている棚卸資産価額を90に修正することになる。
　本来、棚卸資産の価値を表わすその価額は上記のようにして付されるべきものであるが、低価主義適
用のはあいにおいては、時価によって代用されている。すなわち、「棚卸資産については原則として…
取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、時価が取得原価より著しく下落したときは、回復す
る見込があると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額としなければならない」（貸借対
照表原則五A一項）そこで、この文言から、棚卸資産の状態を次のように分けて、
　（1）時価は原価まで回復する
　12）時価は原価まで回復するかどうか不明である
　（3）時価は原価まで回復しない
　（1）の場合には原価をもって、（2）（3）のばあいには時価をもって貸借対照表価額とすることになる。し
かし、このばあい、『この回復可能性の問題が意味のあるためには、この予測の対象となる期間が限定
されなければならない。・…・その胡間を数年から数十年の長期にわたって予測すれば、一般商品につ
いて、低落した時価が原価9．　’C回復する可能性はつねに存する（注36）』。従って、『問題の回復性
はそれぞれの棚卸資産の通常の回転期間を標準として、比較的短期間について考えることは妥当であろ
う（注37）』o
　（1）の時価は原価まで回復する、ということは、現在、その棚卸資産の時価は低落しているが、将来、
その棚卸資産が販売されるときには正常k売上利益を獲得することができる、ということである。この
状態の棚卸資産については、棚卸資産の価値が販売可能性によるものであるから、何ら価値の減少は存
しない。乙まり、この状態の棚卸資産についてはその価額を引き下げる必要はなく、その仕入価額＝取
得原価額によって貸借対照表に示される。これとは逆に、（3＞の時価は原価まで回復しない、ということ
は、その棚卸資産が販売されるとき、正常な売上利益以下の利益しか獲得することができない、という
ことである。従って、この状態の棚卸資産についてはその緬額を時価まで切り下げる必要がある。しか
し、これは言ってみれば、全く当然のことであって、この価額の切り下げは『将来の価格変動の予測の
不確実を時価代用と保守主義とによって処理するところに行なわれる（注38）』低価主義の本質ではな
レも低価主義は将来の価格変動の予測にかかるものであるから、棚卸資産の状態力《2）の時価まで回復す
るかどうか不明であるぱあパても適用される。又、そうでなければ、低魎主義の本来の意味はない。
　（2）の時価は原価まで回復するかどうか不明である棚卸資産のうちには、販売されるときまでに時価は
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原唖まで回復しない可能性のあるものが何％か含まれている。こういう状態の棚卸資産については将来、
実現する評1面損について、当期にその原因が存する部分を予見して、その評価損に見合う分を瑚卸資産
価額から控除することになる。しかし、予見される評西損に見合う分を棚卸費産面額から直接控除する
1氏価主義は、その代りに何らかの評価渤定を設けて、それを棚卸資産ltheaから控除する形式で示すとし
てもさしつかえないであろう。低価主義が将来、実現する評価損を当期で予影』るも・Tであるところから、こ
の予見される評価漬について引当金を設けることは引当金の設定条件にそっている。このばあいの引当
金は棚卸資産の価随が販売可能性にあるところから、もちろん、評価勘定としての引当金である。すな
わち、低価主義による直接法の代りに「棚卸賢産低価主義適用による評価損引当金」なる評価性引当金
を設定することができる。
　注22取得原価による評価の原則一注2参照（木村重義　前掲書　40頁）
　注23特走企業にとっての主観的有用性を表わす取得原価額を修正した価額は時価主義評価による国
民経済の立場からの客観的有用性ではなく、その特定企業にとっての主観的有用性を表わしている。原
価主義評価とは主観的有用性を問題にするものであるから、取得原価額を修正する方法をも含む広い意
味のものと解すべきであろうo
　注24注2参照（木村重義　前掲書　40頁）
　注25木村重義「低価主義の理論的意味」企業会計第16巻第10号
　注26資産は特定の企業にとってどのような意味の有用性を有するかによって、その種類が生ずる。
その一つの分類として、資産は交換資産と使用賃産とに分類することができる。これらの各種類の貸産
はその資産価値の帽異によって評価の方法が異るので、この分類は意味がある。
　注27原材料、仕樹品は交換資産と使絹資産と・マ）中間的性質の資産であるが、商品が交換（産の典型
であるところから、それに準ずる性質のもつとして、これらは一括して棚卸資産として論ずる。又、そ
の方が評価方法からいって哩解できるであろう。
　注28『取引資産（交換資産）は、将来、現金化されると予定された資産であ〕、究極的には現金化
能力にその価値がかかる』（木村重義「決算評価論」昭和33年　67頁・・印は平井）
　注29商法では第287条の2に負債性引当金についての規定が存するが、評価性引当金についてり
規定は設けられていない。しかし、直接法も間屡法も単なる表示上の相異であることを考えれぱ、商法
も第285条つ3、第285条の4において、会計7：）通説に従った評緬性引当金の設定を認めていない、
ということにならないであろうq
　注30営業外債権、待に、長期の営業外債潅についての貸倒を予見することは営業債権のばあいとく
らべて容易ではないし・又、貸倒損失乃賜削帰属もあまり明瞭ではない。だからと言って、それについて
の貸倒を予見しなくても良いということには煮らない。『売掛金及び受取手形以外の流動贋権及びすべ
てつ浸期債権について志、貸倒の危険が存するかぎり、これらを会計的に認識しなけれぱならない爬
（木村重義「会計原則コンメンタール」ll召和43年　377頁）、従って、貸借対照表原則五Cが修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1085一
前にくらべて「そり他の債権」という語を加えたことは意味がある。ここに示した「債権」はこれらす
べての債権を含む意味に用いる。
　注31　「税法においては、貸倒の事実の認定について一定の基準を設けて規制している。すなわち、．
企業が債務の免除を行なったぱあい、又は、債務者についての破算、和議、強制執行、整理、死亡、行
方不明、債務超過、天災事故、経済事情の急変等の事実の発生したため、回収の見込みがなくなったぱ
あいにおいて貸倒処理をすることを認めているQこのような基準は、債権者の支払能力の実情に即して
「虞権」の回収可能性を判断すべきことを明らかにした事実認定基準として、一般的には妥当であるが、
個々の「債権」についてその回収不能を認定するに当っては、この基準は多くのばあい厳格すぎるきら
いがあり、・…・貸倒に関するこのような税法上の認定は、企業の貸倒の実態に必ずしも即応していな
いマ）で、企業の合理的な判断による貸倒処理の余地を認めることが望i］1しい」（税法と企業会計との調
整に関する意見書4・2）。従って、会計に澄いては、その基準は会計慣行に従ったものであれば良い
であろう。’
　注32『両者（貸倒確定時、受取勘定の成立時）が年度を同じくするとはかぎらないのであって、む
しろ事実は、販売後の回収努力にもかかわらず、数期後に至り遂に貸倒と認めざるを得ないこととなる
のが多くの例であろう』（富田忠雄「貸倒引当の考察」企業会計第8巻第3号）
　注33当期取得の「債権」のうちには、次期よりも数期後に貸倒となるものも含まれている。従って、
当期取得分の「債権」について設定した貸倒引当金は「洗い替え」方式よりも「切り放し」方式の方が
正当でφろう。
　注34木村重義「決算評価論」昭和33年　65－67頁　但し、商品とあるめを棚卸資産とした。
　注35同　上
　注36木村重義「低価主義理論の・再．検討」企業会計第17巻第7号
　注37同　上
　注38同　上
IV’@「引当金の部」に記載すべき引当金
　この引当金には、一毅に負債性引当金といわれているもののうちから、負債を除いたものと、一般に
評価性引当金とされている減価償却引当金とが属する。これらのうち、ここでは、特に、修繕引当金と
減価償却引当金とについて論ずることにする。
　使用資産は使用価値系列の価直を有する資産であって、使用価値を有する設備資産、無形固定資産、
営業価値を有する繰延資産（注39）等がこれ囮勇ず観ここで弧まず、使用・」’，fiを哨するi吏弔駒）うちの醗織、
『すなわち、．V9．備蝿疋つハて論ずることにす6，，この窃輪教価債（使用・馳）力蛭又得尉而額によって表わされるということは
他のすべての畳産についてのばあいと全く同じである一たとえば、『ある人がある機械を一万マルクで
買った。もし二万マルクでなければ買えなかったとしても彼は買ったっ・…・また、ある企業家が相互
にとk一く離れた二つの経営場所にひとしい機械をすえつけるとする。運賃の差異によ一て一方は他方よ
り高くつく。・…・さらにまた、ある企業家が景気の上昇期に一つの機械をたかい値段で買い、恐慌時
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にまた同種類のものをやすい値段で買った（注40）』というばあいもこの設備資産の価値（使用価値）
は主観的な有用性を示す取得原価額によって表わされる。このように、資産価値が主観的な有用性によ
って判断されるところから、設備費産に客観的な有用性が存するとしても、経営者がその設備貢産には
充分に収益を獲得する能力がすでにないと主観的に判断して、その設備質産を廃棄又は除却するならば、
その使用価値は減少することになる。それとは逆に、客観的な有用性がすでに存しない設備資産であっ
ても、経営者がその設備資産にはまだ収益獲得能力が存するとして、その設備資産を使用しているなら
ば、その設備資産はその経営にとって、価値（使用価値）があるものとして使用されているのである。
　減価償却引当金
　「減価」という用語が会計の専門用語として用いられるときには、固定資産、典型的には設備資産に
ついてD回復することのない使用価値の減少を意味するものとして用いられるのである。　「減価」は設
備資産がその使用価値を減少したとき、すなわち、設備資産がi吏用に耐ええないと判断されて廃棄又は
除却されたときに明瞭になる。しかし、設備資産は「減価」の実現するまでの何年間かにわたって使用
されてきたものであり、その「減価」の原因が過去何年間かに存するのであるから、減価償却費をその
実現の時だけに取り上げるのでは期間損益計算の上から適当ではない。そこで、将来、実現する減価償
却費については予見ということにおいて、そつ「減価」の原因の存する使用期間に配分することになる。
こうして朋間配分された減価償却費は将来、設備資産の廃棄又は除却によって実現する減価償却費の予
見によるものであるから、この減価償却費に照応する項目として引当金が設定されることになる。
　通常は、費用の生ずるということが資産価値の減少となるばあいが多いのに対して、減価償却は将来、
設備資産の廃棄又は除却によって実現する減価償却費を予見することであるから、減価償却費を計上しー
ても、現在使用されている設備資産の使用価値は何ら減少しないとみなされよう。従って、減価償却引
当金は、設備資産がその使用価値を減少じないまま稼功しているにもかかわら凱半尋来、実現する嬉耐法階に備えて資
金を瞳立てたものである。すなわち、娩敵融弓当金店錠は『設編勘をの珊爵融「費を損益計聲書借方に計上することによって
流動資金に転形させるという特殊な自己金融の方法（注41）』であって、企業の責金は一時的に増加
する（注42）ことになる。従って、減価償却引当金は、貸借対照表貸方の統一概念である「企業が運
用する資金の源泉」という概念によって理解することのできる貸借対照表貸方に記載されるべくして記
載される引当金、すなわち、　「引当金の部」に記載すべき引当金であるG
　次に、使用価喧を有する資産のうち、無形費産について多少論ずることにする。一般に無形固定資産
といわれているも7）O）うちで、営業権を除いたものは、その使用価値において有形性のものとかなり似
かよってはいる。しかし、これらの資産については、経営者が使用に耐ええないとして廃棄を決定する
などということはほとんどないので、その使用価値の減少が実現したかどうかはあまり明療にはならな
い。従って、『減価償却費が予見されなければならないことは無形固定資産・Dばあいも有形固定資産の
ばあ㍗と同様であるが・将来の実現の時を・具体的に予測できない予見である’Dで・慎重の原則の発言
力をいっそう大きく見たければならない（注43）』から、その償却は直接法によって、引当金を設定し
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ない方が賢明であるo
　純然たる無形資産といって良い繰延資産は使用価値系列の資産ではあるけれども、使用価値を有する
ものではないので、前記のものとはかなり異る。従って、これらの資産について「償却」という用語が
用いられているのは減価憤却のことではない。これらフ）資産の価値は有期的なものであるので、さらに
保守的に考えて、毎期、直接に償却を行なうことが妥当である。
　修繕引当金
　企業が所有する設備資産についてみると、使用に伴って生ずる物理的な嫁動能力｛）低下、あるいは、
将来に予測される嫁動能力の低下等を復元、あるいは、防止するために修繕が行なわれる。このような
修繕は、使用価値を増大させたり、所定の（r期kHを延受歩る資掴的支出ではなく、使用価値を一定に維持し、
所定の使用期間を確保しようとする収益的支出なのである。このばあい、こうレAう修繕が毎期経常的に
行なわれるのであれば問題はないが、期間ごとにかなりの差が存する一たとえば、数年に一回というよ
うに修繕が行なわれるぱあい一とすれば、期間利益D算定を適正に行なう上に於いて不都合である。従
って、『修繕工事の原因は日常の営業活動にあるDで、その費用は当然その設備を利用した年度が負担
すべきである（注44）』。つまり、将来、修繕を行なう原因が当期に存するならば、その修繕のため
に、当期分の修繕費を予見計上しなければならない。そこで、この予見される修繕費に照応する項目と
して引当金が設定されることになる。
　修繕引当金は、将来、特定の目的に支出されうる可能性の存するものであるが、この引当金は『外部
者に対する支出が必要であるから設けられたのではkく、将来に、設備の修繕のための支出が必要とな
るための準備を意味する（注45）』ものであり、又、修繕はその年度の経営状況の都合上、たとえ必
要であっても行なわないばあいもあるので、企業外部者は、その用役の提供を行なわない前から、その
引当金の使用を要求することはできないQつまり、この引当金の設定の対象となった設備資産について
修繕を行なうかどうかは経営者の意思の問題であって、．その設備資産の修繕を行なわずに、廃棄又は除
却するかもしれないのである。従って、将来、企業外部者から修繕という用役の提供を受けたときに、
その対価が未払であるも働嫡凝あるとしても、現時点にteいて何ら用役の提供を受けていない将来の修繕
の引当金は未払となっている負債とは完全に区別されるし、何ら負債としての性質を有するものでは
ない。
　修繕引当金は使用価値を有する有形の使用資産、すなわち、設備資産に関連して設定されるものであ
る。すでに述べたように、設備資産の使用価値は使用されている間は常に一定であって、その設備資産
に修繕すべき原因、あるいは、原因の一部が当期において生じているであろうとしても、
その修繕を当脈行なう必要は必ずしもないのである．このよう1・c、略蜘。行な
われるべき修繕が行左われないことによる（注46）』修繕引当金は、将来、実現する修繕
費を当期に予見するのであれば、事前にそO費用の積立てをはかったことになる。従って、将来、修繕
の行なわれることによって、その対価を支出する前に、企業の資金は一時的に増加することになるので、
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この引当金は、減価償却引当金と同様に、　「引当金の部」に記載すべき引当金である。つまり、この引
当金が貸借対照表貸方に記載されるのは、決して、負債としての牲質を有するからではなく、「本来の
意味での引当金」そのものであって、「企業の運用する資金の源泉」であるゆえに、貸借対照表貸方「
引当金の部」に記載されるのである。
　注39　一般に無形固定資産といわれているもののうち、営業権を除いたものは『法律上保護されて
いる特権であることによって、「有形性」をある程度もつ』（木村重義「要説財務諸表論」昭和42年
115頁）。これに対して、売掛金、営業権、繰延資産はその存在を視覚で確認することはできず、た
だ帳簿だけでしか確認できないことに澄いて、全く純粋な無形資産である。さらに、繰延資産の特性は
菅理の対象となりえない資産であり、通常、経営者の判断によって譲渡又は生産に役立つという資産で
はなく、経済上の財、法律上つ財産とはなりえない等D点に齢いて一般の資産と区別される。営業権はこ
この繰延資産の特性を満たすのであるので、繰延資産であると解するべきであろう。，
注40　木村重義「決算評価論」昭和33年、3’i－35頁　パッソウの引用
注41　木内佳市「’減価償却と自己金融」企業会計第9巻第7号
注42　『当該固定資産の耐用年数の尽きるときに、解消するはずであり、その意味において、それは、
一時的なものといわなければならない』（不破貞春「減価償却の目的・効：果」企業会計第16巻第6号）
注43　木村重義　前掲書　302頁
注44　太田哲三「引当金再論」産業経理第30巻第1号
注45　木村重義「会計学原論」昭和32年　245頁
注46　飯野利夫「引当金」企業会計第21巻第9号．
一1089一
